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「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」、「会社の支配に関する
基本方針」、「剰余金の配当等の決定に関する方針」、「連結株主資本等変動計算書」、「連
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款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.oat-
agrio.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しているものであり、1～7：監査等委
員会が監査した書類及び、4～7：会計監査人が監査した書類の一部であります。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

１．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
(1) 業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの基本方針）
　当社は、2018年３月20日付で監査等委員会設置会社に移行しております。それに伴い、
同日の取締役会において「内部統制システムの基本方針」を改定しており、改定後の内容は
以下のとおりであります。
（最終改定日：2018年３月20日）

[1] 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンス推進のために「ＯＡＴアグリオ行動宣言」を制定し、代表取締役社

長の直轄組織である「コンプライアンス委員会」を中心に、役員及び使用人に対する
コンプライアンス教育及び啓発活動を行う。

② 財務報告に係る信頼性を確保するため、代表取締役社長の直轄組織である「内部統制
推進委員会」によって、財務報告に関わる必要かつ適切な内部統制システムを整備す
るとともに、運用評価、改善に取り組む。

③ 法令・定款違反等の発生及びその可能性のある事項を早期に発見し是正するための内
部通報制度を整備し、外部専門家による相談窓口を設置し、役員、使用人及び関係者
からの報告体制を整える。

④ 内部監査室が内部監査を実施し、その内容を代表取締役社長に報告し、代表取締役社
長は必要に応じて改善指示を行う。代表取締役社長が監査の内容に重大な問題がある
と判断する場合は取締役会に報告する。

⑤ 反社会的勢力及びその関連団体とは一切の関係を持たず、警察等の外部専門機関と緊
密に連携し、毅然とした態度で対応する。

[2] 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役が出席する重要な会議の議事録や稟議書、契約書及び官公庁などに提出した重
要な書類の写しは「文書管理規程」及びその他文書保存に関する規程に従い、文書ま
たは電磁的媒体に記録し各所管の責任のもと、適切に保存・管理する。取締役は、必
要に応じてこれらの文書等をいつでも閲覧できるものとする。

[3] 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社が直面する、あるいは将来発生する可能性のあるリスクの識別とそれに対する組

織的かつ適切な予防策を講じるため、「リスク管理規程」を制定する。
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② 代表取締役社長の直轄組織である「リスク管理委員会」を設置し、当社のリスク管理
に関する方針決定と重要事項の審議を行い、当社のリスク管理の推進及び意識の浸透
を図る。「リスク管理委員会」の活動内容は定期的に取締役会に報告されるととも
に、内部監査室及び監査等委員会の定める監査等委員は、必要に応じて「リスク管理
委員会」の開催する会議へ参加し、その活動状況の確認を行う。

③ 情報資産を適切に管理するため「情報セキュリティ管理規程」に基づきマニュアル等
を制定する。各部署に情報セキュリティ管理責任者を選定し、「リスク管理規程」に
基づき活動する「リスク管理委員会」の活動の一環として、情報漏洩及びシステム障
害の予防や発生時の対応などの情報セキュリティに関する意識の高揚と徹底を図る。

[4] 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 「取締役会規程」に従い、定例の取締役会を原則毎月１回開催することに加え、必要

に応じて臨時開催することにより重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督を
行う。

② 年度総合予算及び中期経営計画は、「予算管理規程」に従い各部署で立案し、経営企
画室で調整・編成した後に、取締役会の承認を経て、取締役と使用人が共有する全社
的目標とする。この目標達成のために各部門の具体的業務及び会社の権限分配・意思
決定は、「組織規程」「職務権限規程」及び「業務分掌規程」に定め、各部署間での
業務の重複や間隙が生じることを防ぐ。

③ 中期経営計画の期間は、３ヵ年を基本とし作成する。
④ 年度総合予算の進捗状況は、予算対実績の差異分析を行い毎月の取締役会に報告す

る。

[5] 次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性を
確保するための体制

① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
イ．主管部署は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の管理の主管部署としての業

務を担当し、子会社の経営内容を的確に把握するため、必要に応じて関係資料等の
提出を求める。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社の「リスク管理委員会」は、子会社を含む当社グループにおけるリスクの識

別とそれに対する組織的かつ適切な予防策を講じる。
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③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．「関係会社管理規程」に従い、重要な案件は当社取締役会の承認事項と定め、主管

部署が起案し関係部署協議の上、代表取締役社長の承認を経て取締役会に付議し、取
締役会で当該事項可否を決定の上、結果を子会社に通知する。また、重要な経営事項
は定期的に主管部署に報告するものとし、適時に適正に子会社を管理する。

ロ．子会社の財務報告の信頼性を確保するための内部統制については、当社の「内部
統制推進委員会」がその対応を図る。また、財務報告の信頼性を確保するための内
部統制の整備及び運用状況については、子会社から定期的に報告を受け、子会社と
の協議や情報の共有を行い、適時・適切な指示・要請の伝達等を行う。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
イ．当社の「コンプライアンス委員会」は、子会社を含む当社グループにおける法令

などを遵守した行動をとるための啓蒙・研修を行う。
ロ．当社の内部監査室は、子会社の内部監査を実施し、子会社はこれに協力するもの

とする。

[6] 監査等委員会の業務の執行が支障なく行われるための以下の体制及び施策
① 監査等委員会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項ならびにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
独立性に関する事項
イ．内部監査室を監査等委員会の事務局と位置づけ、監査等委員会の補助を行わせ

る。
ロ．内部監査室所属使用人の人事については、人事担当取締役と監査等委員会が協議

する。
ハ．内部監査室所属使用人に係る人事異動、人事考課、処罰等の決定については、事

前に監査等委員会の同意を得る。
ニ．内部監査室所属使用人については、監査等委員会を補助する職務に関して、監査

等委員会の指揮命令に従う旨を、当社の役員及び使用人に周知徹底する。
② 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性確保に関する事項

イ．内部監査室所属使用人は、監査等委員会による監査の補助に際しては、監査等委
員会の指示に従ってその職務を行うものとする。
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③ 次に掲げる体制その他の当社の監査等委員会への報告に関する体制
イ．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会へ

報告をするための体制
a. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法定事項に加え、会
社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、これを直ちに監査等
委員会に報告する。
b. 監査等委員会は、職務の執行にあたり必要となる事項について、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）及び使用人に対して随時その報告を求めることがで
き、当該報告を求められた者は速やかに当該報告を行うものとする。

ロ．子会社の取締役及び使用人からの報告を受けた者が当社監査等委員会に報告をす
るための体制
a. 子会社の取締役及び使用人は、法定事項に加え、会社に著しい損害を及ぼす恐れ
のある事実を発見したときは、窓口を通じてまたは直接に直ちにこれを監査等委員
会に報告する。
b. 当社監査等委員会は、職務の執行にあたり必要となる事項について、子会社の取
締役及び使用人に対して随時その報告を求めることができ、当該報告を求められた
者は速やかに当該報告を行うものとする。

④ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制
イ．当社は、監査等委員会への報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対

し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を
子会社を含む当社グループの取締役及び使用人に周知徹底する。

⑤ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
イ．監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る
費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を
除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑥ その他監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
イ．監査等委員会の指定する監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状

況を把握するため、重要な会議または各種委員会に出席し、必要に応じて意見を述
べる。
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ロ．監査等委員会は、代表取締役社長及び会計監査人それぞれと定期的に会合をも
ち、監査上の重要課題について意見交換し、相互認識と信頼関係を深める。

ハ．監査等委員会は、必要に応じ、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他外部
アドバイザーを任用できる。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記に掲げた「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適
正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めておりますが、当事業年度における当
該体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 当社では、「コンプライアンス委員会」を年４回開催し、法令・社内規程等の遵守状

況を審議した上で、必要に応じてコンプライアンス体制の見直しを行いました。
② 当社では、「内部統制推進委員会」を年４回開催し、財務報告の信頼性の確保を図る

ために、社内体制の評価及び見直しを行いました。
③ 当社では、「リスク管理委員会」を年４回開催し、子会社を含む当社グループのリス

ク評価を行い、その管理及び低減に努めました。
④ 当社では、定時取締役会を毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会も開催してお

ります。取締役会では事業計画の進捗をはじめとする業務執行状況に関する報告事項
や、重要な意思決定である決議事項の審査において、社外取締役を交えた活発な意見
交換がなされており、意思決定及びモニタリングの実効性が確保されていると考えて
おります。当事業年度においては、取締役会を16回（書面決議を除く）開催いたしま
した。

⑤ 子会社を含むグループ会社につきましては、「関係会社管理規程」に基づき、重要な
事項を当社取締役会において審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性
のある管理に努めました。

⑥ 内部監査室は、代表取締役社長の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規
程等の遵守状況について、各部署を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況
を代表取締役社長へ報告いたしました。

⑦ 監査等委員会については、合計14回開催され、木村委員は14回、光井委員は14回、
小川委員は14回出席いたしました。監査等委員会においては木村委員及び内部監査室
長から最近の拠点往査の状況や、「コンプライアンス委員会」、「リスク管理委員
会」、「内部統制推進委員会」での議論の内容について報告し情報を共有し、活発な
意見交換を実施しています。また当事業年度については代表取締役との面談を２回、
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各取締役（監査等委員である取締役を除く）との面談を１回実施しました。また監査
等委員会のうち２名が指名・報酬委員会の委員に就任していますので、ここでの議論
の内容について監査等委員会に説明し、取締役（監査等委員である取締役を除く）と
監査等委員である取締役の選解任等について、それぞれ監査等委員会としての同意を
法令の定めに従い行っています。

⑧ 監査等委員の役割分担と常勤を置かない事由等
当社の監査等委員会は３名全員が社外取締役でありますが、木村委員を委員長及び選
定監査等委員に選任し、内部監査室を監査等委員会事務局として位置づけて監査業務
を遂行しております。内部監査室は社長直轄組織であるとともに監査等委員会の事務
局を兼ねています。双方の指示が錯綜した場合の対応については、「内部統制システ
ムの基本方針」に示した通りであります。当社は常勤監査等委員を置いていません
が、木村委員及び光井委員は、定期的に開催される重要会議には可能な限り出席し、
また内部監査室と共同で監査を実施して生の会社の情報に触れ、現場の状況把握に努
めております。

２．会社の支配に関する基本方針
　当社では現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めてお
りません。

３．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置づけた上、財務体
質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施する
ことを基本方針としております。今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分
野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企業価値の向上ならびに株主価値の増大に
努めてまいります。
　これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当につきましては、１株につき45円とさせて
いただきました。
　なお、次期の配当金につきましては、当社は基準日を2022年２月28日、効力発生日を同年
３月１日とする、１株につき２株の割合をもって行う株式分割を実施しており、上記の方針に
基づき、１株当たり年間配当額25円（中間配当０円、期末配当25円）とさせていただく予定
であります。
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第12期（2021年1月1日から2021年12月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 461 2,410 4,680 △162 7,390

連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 1,443 － 1,443

自己株式の取得 － － － △299 △299
自己株式の処分 － △6 － 28 22
剰余金の配当 － － △216 － △216
その他 － 0 － － 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － △5 1,226 △271 949
当連結会計年度末残高 461 2,404 5,907 △433 8,339

その他の包括利益累計額 非支配株主
持　　　分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る調整
累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 90 △557 △41 △509 751 7,632

連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － － 1,443

自己株式の取得 － － － － － △299
自己株式の処分 － － － － － 22
剰余金の配当 － － － － － △216
その他 － － － － － 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △6 385 86 465 73 539

連結会計年度中の変動額合計 △6 385 86 465 73 1,489
当連結会計年度末残高 83 △172 45 △43 825 9,122

４．連結株主資本等変動計算書
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５．連結注記表
※　記載金額は百万円未満の端数を切り捨て表示しております。
(1)連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

[1]　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 25社
・主要な連結子会社の名称 旭化学工業株式会社

潤禾（舟山）植物科技有限公司
Asahi Chemical Europe s.r.o.
OAT&IIL India Laboratories Private Limited
PT.OAT MITOKU AGRIO
LIDA Plant Research, S.L.
ENSOFO LA GRANJA S.L.
株式会社インプランタイノベーションズ
Blue Wave Holding B.V.

・連結の範囲の変更 連 結 子 会 社 で あ っ たKP Holding N.V. 、Kapack 
Manufacturing B.V.は、当連結会計年度において清算
を結了したため連結の範囲から除外しております。連
結子会社であったCAPA ECOSYSTEMS,S.L.U.は、当
連結会計年度においてLIDA Plant Research,S.L.に吸収
合併されたことにより、連結の範囲から除外しており
ます。

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 株式会社養液土耕栽培研究所

OAT Pakistan Private Limited
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を
及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

[2]　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数
２社
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・商品、製品、原材料、
　仕掛品、貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）

・主要な会社等の名称 （関連会社）
Braun GmbH
株式会社むさしのタネ

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称 （非連結子会社）

株式会社養液土耕栽培研究所
OAT Pakistan Private Limited

・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除
いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性がないため持分法の適用の範囲か
ら除外しております。

[3]　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、OAT&IIL India Laboratories Private Limitedの決算日は３月31
日であります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で本決算に準じた
仮決算を行った計算書類を基礎としております。その他の連結子会社の決算日は、連
結会計年度と一致しております。

[4]　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ　　時価法
ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。
・その他の無形固定資産 顧客関係資産については、その効果の及ぶ期間（12

年～19年）に基づく定額法によっております。それ
以外の無形固定資産については、定額法によってお
ります。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする
定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当
連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．売上割戻引当金 販売した製商品に対する将来の売上割戻しに備えて、将来
の売上割戻発生見込額を計上しております。

ニ．返品調整引当金 将来の返品による損失に備えるため、返品による損失見込
額を計上しております。

ホ．損害賠償引当金 一部の連結子会社は、損害賠償金等の発生に備えるため、
その見込額を計上しております。
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④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しておりま
す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、
純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。

ロ．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しています。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建
金銭債権債務については、当該為替予約等の円貨額に換算しております。

ハ．ヘッジ会計の方法
為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用してお
ります。また、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例
処理を採用しております。

二．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５～15年間の定額法により償却を行っております。

ホ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び
地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

(2)表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31
日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に重要な会計上の見積りに関する注記を
記載しております。
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(3)会計上の見積りに関する注記
Blue Wave Holding B.V.の買収により認識されたのれんを含む無形固定資産の減損の兆
候判断
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　当連結会計年度の連結貸借対照表に計上されている固定資産13,822百万円には、
Blue Wave Holding B.V.を含むクリザールグループ（以下「クリザールグループ」）
の買収により認識されたのれん5,013百万円、無形固定資産2,124百万円、有形固定資
産2,118百万円が含まれており、これらの合計金額は連結総資産の32.7％を占めていま
す。
(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当該のれんを含む無形固定資産の減損の兆候に関する判断は、事業に関連する資産グ
ループにのれんを加えたより大きな単位で行っています。
　当該のれんを含む無形固定資産は、その効果の及ぶ期間にわたって均等償却していま
す。当該のれんを含む無形固定資産に関し、営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・
フローの継続的なマイナス、事業内容の変化等による回収可能価額を著しく低下させる
変化もしくは経営環境の著しい悪化等の事象が生じているか、あるいは生じる見込みで
ある場合には、減損の兆候があると判断する必要があります。
　これらの事象が生じているか否か、あるいは生じる見込みであるか否かの観点で、特
にクリザールグループの取得時から当連結会計年度までの営業活動から生ずる損益の実
績及び今後の事業計画を踏まえて減損の兆候の有無を検討した結果、減損の兆候はない
と判断しています。
　上記の買収により超過収益力として認識されたのれんを含む無形固定資産には、クリ
ザールグループにおける将来の売上高の成長性を反映されています。そのため、営業活
動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続してマイナスとなっていない場合であ
っても、事業内容の変化や事業計画の前提となった経営環境の著しい悪化が生じ、事業
計画で見込まれている売上高の成長性に影響を及ぼす場合には、減損の兆候があると認
められる可能性があります。
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現金及び預金 537百万円
受取手形及び売掛金 810百万円
商品及び製品 849百万円
建物及び構築物 746百万円
土地 227百万円

短期借入金 34百万円
長期借入金 1,995百万円

[2]　有形固定資産の減価償却累計額 5,844百万円

普通株式 5,536,000株

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年２月26日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 216 40 2020年12月31日 2021年３月16日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年２月25日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 237 45 2021年12月31日 2022年３月16日

(4)連結貸借対照表に関する注記
[1]　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

(5)連結株主資本等変動計算書に関する注記
[1]　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

[2]　剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）当社は、2022年３月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、2021年12月31日
を基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

－ 13 －



2022/03/03 19:21:16 / 21818458_ＯＡＴアグリオ株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

連結貸借対照表計上額
(*1)

時 価
(*1) 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 3,651百万円 3,651百万円 －百万円
⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,281

貸 倒 引 当 金 ( * 2 ) △54
5,226 5,226 －

⑶ 投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券 370 370 －

⑷ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (3,076) (3,076) －
⑸ 短 期 借 入 金 (4,728) (4,728) －
⑹ 未 払 金 (617) (617) －
⑺ 未 払 法 人 税 等 (465) (465) －
⑻ 長 期 借 入 金 (7,401) (7,370) 31

(6)金融商品に関する注記
[1]　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品に限定し、銀行等金融機関
からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図
っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については期末日
に時価の把握を行っています。
借入金の使途は運転資金(主として短期)及び投融資に係る資金(長期)であり、一部の借入
金については金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を実施して支払利息の
固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引については、社内管理規程に基づ
き、実需の範囲内で行うこととしております。

[2]　金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時
価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(*1)負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
(*2)売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
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[1]　１株当たり純資産額 786円95銭
[2]　１株当たり当期純利益 134円16銭

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

(3) 投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、(5)短期借入金、(6)未払金、(7)未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

(8) 長期借入金
固定金利による長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金については、
短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によって
おります。

　　　 ２．デリバティブ取引
　　　　　 為替予約等の振当処理については、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されている
　　　　　 ため、その時価は売掛金の時価に含めて記載しております。
　　　　　 金利スワップについては特例処理を採用しており、ヘッジ対象である長期借入金と一体として処
　　　　　 理しているため、当該借入金の時価に含めて記載しております。

３．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
関係会社株式（連結貸借対照表計上額74百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「金融
商品の時価等に関する事項」には記載しておりません。
長期預り金(連結貸借対照表計上額8百万円)は、営業保証金であり、営業取引の継続中は原則とし
て返済を予定していないため、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す
ることが極めて困難であることから、「金融商品の時価等に関する事項」には記載しておりませ
ん。

(7)１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年３月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもっ
て株式分割を実施しております。なお、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定して算定しております。
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(8)重要な後発事象に関する注記
（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）
　当社は、2022年１月14日の取締役会の決議に基づき、2022年３月１日を効力発生日と
して、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行っております。

１．株式分割の目的
　株式分割により、当社株式の投資単位当たりの金額を下げ、株式の流動性を高めるこ
とで投資家の皆様により投資しやすい環境を整え、投資家層の更なる拡大を目的とする
ものであります。

２．株式分割の概要
(1)　分割の方法

　2022年２月28日（月）を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載または記録された
株主の所有する普通株式１株につき２株の割合をもって分割を行っております。

(2)　分割により増加する株式数
①株式の分割前の発行済株式総数　　　  5,536,000株
②株式の分割により増加する株式数　　  5,536,000株
③株式の分割後の発行済株式総数　　　11,072,000株
④株式の分割後の発行可能株式総数　　36,000,000株

(3)　株式分割の日程
①基準公告日　　2022年２月10日（木）
②基準日　　　　2022年２月28日（月）
③効力発生日　　2022年３月１日（火）

(4)　１株当たり情報に及ぼす影響
　１株当たり情報は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算定
しており、これによる影響については、当該箇所に記載しております。

３．定款の一部変更
(1)　変更の理由

　株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、当会社の定款第６条の発行
可能株式総数を変更しております。
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変更前 変更後
第６条（発行可能株式総数）
当 会 社 の 発 行 す る 株 式 の 総 数 は 、
18,000,000株とする。

第６条（発行可能株式総数）
当 会 社 の 発 行 す る 株 式 の 総 数 は 、
36,000,000株とする。

場 所 用 途 種 類

当 社 事 業 用 資 産 建物付属設備、機械装置、その他

潤 禾 （ 舟 山 ） 植 物 科 技 有 限 公 司 事 業 用 資 産 そ の 他

(2)　変更の内容
（下線は変更部分を示します。）

(3)　定款変更の効力発生日
2022年３月１日（火）

４．その他
(1)　資本金の額の変更

　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。
(2)　配当について

　今回の株式分割は、2022年３月１日（火）を効力発生日としておりますので、2021
年12月末を基準日とする2021年12月期の期末配当金は、株式分割前の株式を対象とし
て実施いたします。

(9)その他の注記
[1]　減損損失に関する注記
　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社グループは管理会計上の単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す最小単位でグルーピングしております。遊休資産については個別資産ごと
にグルーピングを行っております。
　当社鳴門工場において、固定資産の減損損失６百万円を計上しております。回収可能価
額は使用価値により算定しており、その価値を零としております。
　連結子会社である潤禾（舟山）植物科技有限公司は、今後の事業計画を勘案した結果、
固定資産の減損損失２百万円を計上しております。回収可能価額は、正味売却価額を採用
しております。
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[2]　その他の注記
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）
　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時期等について不
確定要素が多いものの、当社グループでは入手可能な情報等を踏まえ、一定期間にわたり
影響が継続すると仮定し、減損の兆候判断等の会計上の見積りを行っております。これら
の見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書
類において減損の兆候があると認められる可能性等があります。
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第12期（2021年1月1日から2021年12月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益剰余金

当期首残高 461 504 1,905 2,410 4,991 4,991 △162 7,701
事業年度中の変動額
当期純利益 － － － － 1,232 1,232 － 1,232
剰余金の配当 － － － － △216 △216 － △216
自己株式の取得 － － － － － － △299 △299
自己株式の処分 － － △6 △6 － － 28 22
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － △6 △6 1,015 1,015 △271 738
当期末残高 461 504 1,899 2,404 6,007 6,007 △433 8,439

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 90 90 7,791
事業年度中の変動額
当期純利益 － － 1,232
剰余金の配当 － － △216
自己株式の取得 － － △299
自己株式の処分 － － 22
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △6 △6 △6

事業年度中の変動額合計 △6 △6 731
当期末残高 83 83 8,523

６．株主資本等変動計算書
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７．個別注記表
※　記載金額は百万円未満の端数を切り捨て表示しております。
(1)重要な会計方針に係る事項に関する注記

[1]　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
ロ　その他有価証券

・時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法
②　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ　　時価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品、原材料、仕掛品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）

[2]　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③　リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の
方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定
額法を採用しております。
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[3]　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当
事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　売上割戻引当金 販売した製商品に対する将来の売上割戻しに備えて、将来
の売上割戻発生見込額を計上しております。

④　返品調整引当金 将来の返品による損失に備えるため、返品による損失見込
額を計上しております。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額
を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理し
ております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。

[4]　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しています。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建
金銭債権債務については、当該為替予約等の円貨額に換算しております。

②　ヘッジ会計の方法
為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用してお
ります。金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を
採用しております。

③　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び
地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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④　退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計
処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

(2)表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31
日）を当事業年度から適用し、個別注記表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載
しております。

(3)会計上の見積りに関する注記
関係会社株式（Blue Wave Holding B.V.に対する投資）の評価
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額
　当事業年度の貸借対照表に計上されている関係会社株式11,842百万円には、非上場の
子会社であるBlue Wave Holding B.V.に対する投資8,002百万円が含まれており、総資
産の36.9％を占めております。
(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない関係会社株式等、時価を把握することが極めて困難と認められる株式
については、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株式の発行会社
の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠
によって裏付けられる場合を除いて、評価損の認識が必要となります。
　また、投資先の会社の超過収益力等を反映して、計算書類から得られる１株当たりの
純資産額に比べて相当高い価額で当該投資先の会社の株式を取得する場合があります。
この場合、その後の超過収益力等の減少により実質価額が著しく低下したときには、当
該投資先の会社の財政状態の悪化がないとしても、当該投資について評価損の認識が必
要となります。
　当社は、超過収益力等が反映された価額でBlue Wave Holding B.V.株式を取得してお
ります。そのため、同社株式の評価にあたって、１株当たりの帳簿価額と、事業計画に
おける将来の売上高の成長性等の超過収益力等が反映された実質価額とを比較しており
ます。その結果、同社株式の帳簿価額に対して実質価額が著しく低下していないと判断
して、評価損を認識しておりません。この場合、買収以降において同社の財政状態が悪
化していない場合でも、事業内容の変化や事業計画の前提となった経営環境の著しい悪
化が生じ、事業計画で見込まれている売上高の成長性に影響を及ぼす場合には、投資の
実質価額の評価に関し重要な判断が必要となり、評価損の認識が必要となる可能性があ
ります。
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[1]　有形固定資産の減価償却累計額 1,217百万円

潤禾（舟山）植物科技有限公司 89百万円

短期金銭債権 575百万円
短期金銭債務 110百万円

　　関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 792百万円
売上原価 605百万円
販売費及び一般管理費 185百万円
営業取引以外の取引高 255百万円

普通株式 264,844株

(4)貸借対照表に関する注記

[2]　保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

[3]　関係会社に対する金銭債権、債務(区分表示したものを除く)は次のとおりであります。

(5)損益計算書に関する注記

(6)株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）当社は、2022年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行い、
発行済株式総数は5,536,000株増加しております。

(7)税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、棚卸資産評価損、売上割戻引当金、
賞与引当金、未払事業税等であります。
繰延税金負債の発生の主な原因は、退職給与負債調整勘定、その他有価証券評価差額金で
あります。
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個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子 会 社 B l u e  W a v e 
Ho ld ing  B .V .

所有
直接　100.0% 資金の援助 資金の貸付 ー 関 係 会 社

貸 付 金 391

種 類 氏 名 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

役 員
R i c a r d o 
V i l l u e n d a s 
s e g u i

－ 重要な子会社の
役員

株式購入代金
の未払金 ー 未 払 金 52

[1]　１株当たり純資産額 808円52銭
[2]　１株当たり当期純利益 114円53銭

(8)関連当事者との取引に関する注記
[1]子会社及び関連会社等

[2]役員及び個人主要株主等

(9)１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年３月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって
株式分割を実施しております。なお、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮
定して算定しております。

(10)重要な後発事象に関する注記
（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）
　当社は、2022年１月14日の取締役会の決議に基づき、2022年３月１日を効力発生日と
して、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行っております。
　詳細は、「連結注記表　(7)重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。

(11)その他の注記
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）
　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時期等について不確
定要素が多いものの、当社では入手可能な情報等を踏まえ、一定期間にわたり影響が継続す
ると仮定し、関係会社株式の評価等の会計上の見積りを行っております。これらの見積りの
前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度以降の計算書類において関係会社株
式評価損の計上等が必要になる可能性があります。
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